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ひょうご持続可能地域づくり機構（HsO） 2015～
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自動車関連産業クラスターにおけるサプライチェーン排出量
削減に関する動向と課題：豊田市等での取組を題材に

畑中直樹1,*，東海明宏1，中久保豊彦1

1 大阪大学大学院工学研究科（環境・エネルギー工学専攻）
*連絡先：hatanaka.naoki.see.eng@osaka-u.ac.jp

概要：気候変動対策をさらに加速する必要性が高まるなか、産業各分野で温室効
果ガスのサプライチェーン排出量削減に向けての取組が進みつつあるが、この中
で我が国の温室効果ガス排出量の中で少なくない割合を占める中小企業がボトル
ネックになる可能性がある。こうした中、自動車関連産業クラスターを形成する
豊田市等において中小企業を主な対象に脱炭素経営を促進する取組が進みつつあ
る。本稿では、これらの動向について整理するとともに、今後のサプライチェー
ン排出量算出及び削減における課題について考察した。

キーワード：サプライチェーン排出量、スコープ３、自動車関連産業、中小企業
、リレイションシップ
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松前町スマート・シュリンクＳＸビジョン
（Ｓ サステナビリティ・Ｘ トランスフォーメーション）

•

基本理念

原則

未来の松前町を形成するプロジェクト

推進体制 本プロジェクトの進捗を確認し、適宜アップデートする松前スマート庁内会議及び本プロジェクトを官民共創
により実装化するためのプラットホーム（松前SX推進共創会議）を立ち上げ、本ビジョンを推進する。

計画期間：2023年～2033年の10年間
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環境𠮷

経済
社会





RE100松前 再エネ地発地消転換

2025.2.15 脱炭素推進課

令和7年2月15日 SX町民報告会

１ 現在進行中の3大再エネプロジェクトの違い

２ 松前沖洋上風力発電事業の進捗について

3 RE100まつまえ事業について
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日本のエネル
ギー自給率の
向上を図る再
エネ電源の切
札

町内に廉価な
電気を供給す
る事業

企業が単独で
実施する再エ
ネ発電事業

・環境負荷を減らすクリーン
な電気をつくり、電力会社
や企業需要家へ提供し、脱
炭素の貢献と収益化を図る

町民メリット

松前沖洋上風力発電

・国の再エネ海域利用法に基
づき、指定を受けて進めら
れる再エネ発電事業
・選定事業者は漁業・地域振
興のため多額の出捐金の支
出義務付け

・大きい◎
・直接的及び間接的メリット
・出捐金や固定資産税の増加
により振興策が図られる
・関係人口増の経済波及

ＲＥ１００まつまえ

・地域エネルギー会社を中心
に自前の発電所を建設し、
地産地消により、再エネ電
気を廉価で町内へ供給

・大きい◎
・直接的メリット
・電気代が下がる
・地域エネ会社から電気を買
うことで脱炭素に貢献

脱炭素化社会の実現のため、異なる３つの再エネプロジェクトが進行しています。

・中ぐらい△
・間接的メリット
・固定資産税の増と企業によ
り地域貢献策が実施される
・関係人口増の経済波及

陸上大型風力発電

地域経済循環の視点



陸上大型風力発電

町民の電気を
安くできる期
待度

・期待なし×
・収益化を図るため買取価格
の高い需要家等へ売電

町民デメリッ
ト

事業進捗状況

・第１期大型風力発電所所有
企業の第２期工事(12基)
・来年度着工、再来年度末
竣工予定

事業メリット
を最大限引き
出すために

松前沖洋上風力発電

・期待薄△
・発電規模が大きすぎ、町内
への供給可能性は低い

・３大再エネプロジェクトは、現在縦軸でそれぞれ進められているが、横軸で相互に連携すること
で、相乗効果が倍以上となる可能性を秘めている。
・もっとも効果的な連携は「ＲＥ１００まつまえ」を中心に各風力発電を結びつけるものである。陸
上は数百億円、洋上は数千億円と言われる風力事業は、後にも先にも松前町では「今」しかない
チャンスであるため、様々な機関や企業と協力し、最大限のメリットを引き出したい。

ＲＥ１００まつまえ

・期待大◎
・廉価の販売が目的の一つ

・少ない○
・会社的には、町民優先、廉
価売電により大きな収益は
見込めない(コスト高)

３つの再エネプロジェクトは「似て非なるもの！」それぞれの役割でそれぞれの効果

・中ぐらい△
・海の景観変化あり
・建設時混雑及び工事騒音
・デメリットに個人差あり

・中ぐらい△
・陸の景観変化あり
・建設後の恩恵が薄い
(効果が見えづらい)

・事業の方向性に目途
・電源構成に目途
・地域エネ会社設立に目途
※詳細は後段にて説明

・進捗度、道内№１
・促進区域の指定を待つのみ
・来年の公募開始の公算大
※次ページで今後の流れ説明

地域経済循環の視点



【町内需要家】
・一般家庭
・事業所
・公共施設

4,300KW×10基

設置予定場所

再エネ電気供給

RE100企業

ウィンドファーム

■ウィンドファームの構築・ＲＥ１００実現のため「地域エネルギー会社」を設立

同社は、再エネ電気の「発電」（ウィンドファーム構築）と、町内に「売電」（電気小売事業

）するための中心的役割を担う。
・地域エネルギー会社と企業が出資し、ウィンドファームを構築する。
・ウィンドファーム完成後は、発電した再エネ電気を地域エネルギー会社が町内に売電する。

○ 設立年月日：令和７年４月１日
※松前町と協力企業が出資し、新たな株式会社として設立する。

地域エネルギー会社
松前町と協力企業
が出資して設立

出資

（内２基分）



・売電開始までの予想スケジュール（最大7年間、8年目から売電 ※前倒しの可能性有）

2032年度2031年度2030年度2029年度2028年度2027年度2026年度2025年度

・4月1日松前再エネ電力株式会社（地域エネルギー会社）設立

環境影響評価（環境アセス）

4月 運転開始

造成工事 風車設置工事

風況調査・設計・測量・風車購入

クリーンで廉価な再エネ電気による町全体での脱炭素化

皆さんでこの再エネ電気を使っていただくことは、町全体での脱炭素の推進つながるだけではなく、地球の温

暖化対策の取組みにもつながりますので、売電開始時にはぜひ皆さんで使っていただきたいです。

小さなまちから、脱炭素で世界に貢献

【町内需要家】

【風車】 【北電NW変電所】

松前再エネ電気に切り替えるには

【北電NW系統線で送電】

地域ＥＧ

契約

ご家庭までの送電方法に変更はなし。

・再エネかつ廉価な電気を使いたい方は、松

前再エネ電力株式会社へ申し込むだけ。

※売電開始の半年前位から予約を受け付け

る予定です。（現行の電力会社からの契

約変更）

・送電線の管理は、これまで通り、北海道電

力ネットワークになるので、送電線の断線

等による停電の対応は変わりません。

町内への
売電開始
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出所:経済産業省
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出所:経済産業省
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出所：環境省
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⑥ 財政移転は補助金、交付税など
の国・都道府県からの所得移転

財政移転(政府支出－税金)
▲ ○ ⑦

支出生産・販売

分配

所得

所得

所得
157億円

238億円

17億円

35億円
所得

89億円

28億円

8億円 ▲

○
平均生産性624.7万円/人
全国平均936.2万円/人

(1,479位/1,741市区町村)

(1,500位/1,741市区町村)

経常収支

所得

通勤

GRPの4.9%GRPの10.5%

1人当たり所得380.1万円/人
全国平均427.8万円/人

GRPの56.7%

所得

87億円

所得157億円

▲

地域住民所得注1

労働生産性注3

平均生産性127.5百万円/TJ
全国平均88.8百万円/TJ

(342位/1,741市区町村)

エネルギー生産性

▲

○

▲

GRPの22.0%

GRPの17.9%

GRPの55.2%
⑪

⑩

⑨

⑧
⑤

④

③②

①

GRPの0.8%

エネルギー代金注2

1億円○

⑫

本社等

消費

投資

所得

所得

所得

⑬ 再エネ導入ポテンシャル 47,857TJ
注1）地域住民所得は、夜間人口1人当たりの所得(=雇用者所得+その他所得)を意味する。ここでの夜間人口は、 2010年、2015年、2020年は国勢調査の実績値。2013年、2018年、2022年は推計値
注2）エネルギー代金の収支は経常収支の内数であり、原材料利用や本社・営業所等の活動(=非エネルギー)は含まれない。※Ver5.0までは含まれる
注3）労働生産性は、従業者1人当たりの付加価値を意味する。ここでの従業者数は、 2010年、2015年、2020年は国勢調査の実績値。2013年、2018年、2022年は推計値
出所: 「国民経済計算」、「県民経済計算」、「産業連関表」、「国勢調査」等より作成

出典:「地域経済循環分析」（環境省、株式会社価値総合研究所出所
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⑥

注1）地域住民所得は、夜間人口1人当たりの所得(=雇用者所得+その他所得)を意味する。ここでの夜間人口は、 2010年、2015年、2020年は国勢調査の実績値。2013年、2018年、2022年は推計値
注2）エネルギー代金の収支は経常収支の内数であり、原材料利用や本社・営業所等の活動(=非エネルギー)は含まれない。※Ver5.0までは含まれる
注3）労働生産性は、従業者1人当たりの付加価値を意味する。ここでの従業者数は、 2010年、2015年、2020年は国勢調査の実績値。2013年、2018年、2022年は推計値
出所: 「国民経済計算」、「県民経済計算」、「産業連関表」、「国勢調査」等より作成

財政移転は補助金、交付税など
の国・都道府県からの所得移転

財政移転(政府支出－税金)
▲ ○ ⑦

支出生産・販売

分配

所得

所得

所得
151億円

238億円

25億円

31億円
所得

104億円

30億円

8億円 ▲

○
平均生産性656.5万円/人
全国平均984.2万円/人

(1,453位/1,741市区町村)

(1,351位/1,741市区町村)

経常収支

所得

通勤

GRPの5.3%GRPの16.9%

1人当たり所得414.4万円/人
全国平均448.5万円/人

GRPの68.8%

所得

88億円

所得151億円

▲

地域住民所得注1

労働生産性注3

平均生産性122.6百万円/TJ
全国平均93.4百万円/TJ

(474位/1,741市区町村)

エネルギー生産性

▲

○

▲

GRPの20.8%

GRPの19.8%

GRPの58.3%
⑪

⑩

⑨

⑧
⑤

④

③②

①

GRPの4.1%

エネルギー代金注2

6億円▲

⑫

本社等

消費

投資

所得

所得

所得

⑬ 再エネ導入ポテンシャル 47,857TJ

出典:「地域経済循環分析」（環境省、株式会社価値総合研究所出所
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産業別純移輸出額

域外から所得を獲得している産業は水産業、公務、林業である。これらは、域内での生産額が大きい産業であり、地域で強みのある産業と
いえる。

域外に所得が
流出している産業

域外から所得を
獲得している産業

出所: 「国民経済計算」、「県民経済計算」、「経済センサス」、「産業連関表」等より作成

純移輸出額 -137 億円松前町

 地域の各産業の中で、地域外に財・サービスを販売し、所得をどの程度獲得しているかを把握する（下図）。各産業では地域外
に販売（移出）する場合と地域外から購入（移入）する場合があり、その合計値（ネット）としての純移輸出額を示している。

 この純移輸出額がプラスとなっている産業は、モノやサービスの販売（移出）が購入（移入）よりも多く、域外への支払い額より
も域外からの受取り額の方が多く、域外から所得を獲得できる強みのある産業である。

分析の
視点

出典:「地域経済循環分析」（環境省、株式会社価値総合研究所出所
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産業別純移輸出額

域外から所得を獲得している産業は公務、水産業、電気業、廃棄物処理業、林業、その他のサービスである。これらは、域内での生産額が
大きい産業であり、地域で強みのある産業といえる。

域外に所得が
流出している産業

域外から所得を
獲得している産業

出所: 「国民経済計算」、「県民経済計算」、「経済センサス」、「産業連関表」等より作成

純移輸出額 -103 億円松前町
2020

 地域の各産業の中で、地域外に財・サービスを販売し、所得をどの程度獲得しているかを把握する（下図）。各産業では地域外
に販売（移出）する場合と地域外から購入（移入）する場合があり、その合計値（ネット）としての純移輸出額を示している。

 この純移輸出額がプラスとなっている産業は、モノやサービスの販売（移出）が購入（移入）よりも多く、域外への支払い額より
も域外からの受取り額の方が多く、域外から所得を獲得できる強みのある産業である。

分析の
視点

出典:「地域経済循環分析」（環境省、株式会社価値総合研究所出所
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産業別純移輸出額

域外から所得を獲得している産業は水産業、公務、電気業、食料品である。これらは、域内での生産額が大きい産業であり、地域で強み
のある産業といえる。

域外に所得が
流出している産業

域外から所得を
獲得している産業

出所: 「国民経済計算」、「県民経済計算」、「経済センサス」、「産業連関表」等より作成

純移輸出額 -124 億円松前町
2022

 地域の各産業の中で、地域外に財・サービスを販売し、所得をどの程度獲得しているかを把握する（下図）。各産業では地域外
に販売（移出）する場合と地域外から購入（移入）する場合があり、その合計値（ネット）としての純移輸出額を示している。

 この純移輸出額がプラスとなっている産業は、モノやサービスの販売（移出）が購入（移入）よりも多く、域外への支払い額より
も域外からの受取り額の方が多く、域外から所得を獲得できる強みのある産業である。

分析の
視点

出典:「地域経済循環分析」（環境省、株式会社価値総合研究所出所
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出所:「国民経済計算」、「県民経済計算」、「経済センサス」、「産業連関表」等より作成

 地域の核となる産業とは、地域の全ての産業間の取引構造を網羅的に見た際に、原材料の調達先と、製品・サービスの販売
先の両方で影響力が強い産業であり、「影響力係数」、「感応度係数」がともに1を超える産業（＝下図の第Ⅰ象限にある産
業）を意味する。

 「影響力係数」は、当該産業の設備投資等の増加が、調達先（地域内の全産業）に与える生産波及の影響の強さを表す。「
感応度係数」は、販売先（地域内の全産業）の消費や投資の増加によって、当該産業が受ける影響の強さを表す。

 ここでは、横軸に「影響力係数」、縦軸に「感応度係数」をとり、第Ⅰ象限にある地域の核となる産業が何であるかを把握する。

分析の
視点

地域の核となる産業は、食料品、繊維製品、
電気業、廃棄物処理業、小売業、運輸・郵
便業、金融・保険業、その他のサービス等で
ある。

第Ⅰ象限
他産業へ与える影響力が大きく、同時に
他産業から受ける感応度も大きい産業
で地域の取引の核となっている産業

出典:「地域経済循環分析」（環境省、株式会社価値総合研究所出所
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地域の主要な産業間取引構造

川下産業

川中産業

川上産業

 ここでは、全ての産業間の取引額（38産業×38産業）の内、金額の大きい取引額を図示し、地域における主要な産業間の
取引を把握する（全ての産業間の取引を図示しているわけではない）。

 具体的には、円の大きさで生産額の規模、矢印で取引先との取引額の規模、円の色で域外から所得を稼げているか否かを把
握する(下図) 。

分析の
視点

出所: 「国民経済計算」、「県民経済計算」、「経済センサス」、「産業連関表」等より作成

・純移輸出が＋の水産業、電
気業、食料品がクラスターを形
成

・しかしながら、調達先の業種
では、純移輸出がマイナスの業
種もあり、需要を町内で賄い切
れていない

純移輸出がプラスの産業
(円の大きさ及び数値は当該産業の地域内生産額)

純移輸出がマイナスの産業
(円の大きさ及び数値は当該産業の地域内生産額)

当該産業（矢印始点）が他の産業（矢印終点）に販売
したモノ・サービスの総額が地域内生産額(産業合計)の
0.2%以上を占める取引

当該産業（矢印始点）が他の産業（矢印終点）に販売
したモノ・サービスの総額が地域内生産額(産業合計)の
0.2%以上を占める、かつ当該産業の地域内生産額の30
％以上を占める取引

単位:十億円

出典:「地域経済循環分析」（環境省、株式会社価値総合研究所出所
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経済的価値

非経済的価値
（幸せの経済）

・自給
・コミュニティ
・自然

：

地域内循環
・地産地消

地域外流出入
（損得の経済）

大きい

地域内が主で
地域外は最小限

・入：特産品
・出：工業製品 など
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経済的価値
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主な品目別にみると（比較的標準的な14世帯分）

※太字が町内循環可能性あるもの

例：仮に10,000円/世帯･年×約3,000世帯＝約3,000万円/年の可能性

食品 *番号は調査票上の数字

2パン ：8,856円/月･14世帯 →約7,600円/世帯･年

4野菜 ：18,763円（町外6,592円）/月･14世帯 →（町外約5,650円）/世帯･年

5魚介類：24,045円（町外10,459円）/月･14世帯 →（町外約9,000円）/世帯･年

6菓子類：24,209円（町外8,599 円）/月･14世帯 → 約20,000円/世帯･年

7肉類 ：29,372円/月･14世帯 → 約25,000円/世帯･年

8酒類 ：16,259円/月･14世帯 → 約104,000円/世帯･年

10総菜類：10,287円/月･14世帯 → 約8,800円/世帯･年

12加工品：112,132円（町外31,069円）/月･14世帯

→約96,000円（町外26,600円）/世帯･年
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エネルギー

 ガソリン：210万円以上/年・6世帯 → 35万円/年･世帯

 電気：61万円/年・9世帯 → 約7万円/年･世帯

 灯油：305万円/年・7世帯 → 約40万円強/年･世帯

 LPG：72万円/年・9世帯 → 約8万円/年･世帯

*世帯あたりのエネルギーコストは年間約100万円！

→これは「5 RE100松前 再エネ地発地消転換」で取組検討中

※3MWの風車1基で約2億円/年
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非常に多くの自給・おすそわけ
→貨幣換算すると計約187万円/14世帯･年
→13.4万円/世帯･年×3,000世帯＝松前全体で約4億円/年の可能性

家庭菜園 計約70件
 じゃがいも、さつまいも、大根、かぼちゃ、きゅうり、とまと、なすび、長

ねぎ、ズッキーニ、ゴーヤ他
 イチゴ、スイカ、メロン、キウイ他

おすそわけ 計約170件 量2,697
 イチゴ、スイカ、メロン、りんご、キウイ、柿、栗他
 じゃがいも、さつまいも、大根、かぼちゃ、きゅうり、とまと、なすび、長

ねぎ、白菜、ズッキーニ、ゴーヤ他
 イカ、マグロ、アワビ、ホタテ、ウニ、ほっけ、タラ、ソイ、サケ、サンマ、

アジ、サバ、ブリ、ヒラメ、メバル、すじこ、メカブ、ワカメ、岩海苔
 他つけもの、梅干し、イカの塩辛、キノコ類
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環境𠮷

経済
社会
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ご清聴ありがとうございました


